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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
２ 当社には、関連会社が存在しないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については、記載しておりません。 
３ 第15期中及び第16期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、旧商法第280条ノ19の規定によるストックオ
プション(新株引受権)の制度を導入しておりますが、１株当たり中間純損失が計上されているため記載しておりません。

    ４ 第16期及び第17期中の潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在していないため記載して
おりません。 

５ 第15期の１株当たり配当額には、特別配当２円50銭を含んでおります。 
６ 従業員数については、就業人員数を記載しております。 

  

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 2,879,144 5,136,267 10,530,022 20,226,251 22,474,722 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △430,179 △236,220 165,156 590,180 1,136,398

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) △271,978 △162,509 54,755 311,260 599,172

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) 325,450 330,000 350,020 325,450 350,020 

発行済株式総数 (株) 3,905,000 3,915,000 3,959,000 3,905,000 3,959,000 

純資産額 (千円) 816,850 1,208,826 1,997,248 1,403,659 2,016,635 

総資産額 (千円) 12,145,798 16,797,429 21,112,928 15,648,514 19,954,080 

１株当たり純資産額 (円) 209.18 308.76 504.48 359.45 509.38 

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり 
中間純損失(△) 

(円) △69.65 △41.59 13.83 79.71 153.08

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ─ ─ ─ 78.78 ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ 10.00 15.00

自己資本比率 (％) 6.7 7.2 9.5 9.0 10.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △5,339,834 △5,387,237 534,395 △2,849,658 △1,453,208

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △25,845 △28,185 △316,469 △161,835 △198,596

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 3,923,514 5,215,456 △278,025 2,913,053 3,905,854

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 916,666 2,060,423 4,454,341 2,260,390 4,514,440

従業員数 
(外、嘱託・契約・ 
パート社員雇用者数) 

(名) 
75 
( ４)

76
( ９)

86
( 11)

77 
( ９)

80
( ８)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成18年９月30日現在 

(注)１ 従業員は就業人員であり、出向社員１名を含んでおります。なお、嘱託社員、契約社員及びパート社員の当中間会

計期間における平均雇用人員を( )外数で記載しております。 

      ２ 従業員が前期末と比較して６名増加しております。その内訳は、期中の採用11名及び期中の退職者５名でありま

す。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 86（11） 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間のわが国経済は、原油高の影響による原材料価格の上昇が見られたものの、米中への輸出が好調

であったことや日銀のゼロ金利解除後も金利が比較的安定していたこと等から、企業設備投資が好調でありまし

た。また、雇用情勢は改善傾向が続いており、個人消費も好調さを維持しております。このため、わが国経済は、

米国経済の減速懸念や原油価格等の原材料価格の上昇懸念はあるものの、引き続き堅調に推移するものと見られま

す。 

このような景況のなか、公示地価や都道府県地価調査において、全般的には地価は下落傾向にあるものの下落幅

は縮小傾向にあり、特に東京、大阪、名古屋の三大都市圏では、平成18年の都道府県地価調査では商業地、住宅地

ともに16年ぶりの上昇を見せております。また、当社が基盤としている福岡都市圏でも、天神地区の商業地に加え

一部の住宅地も上昇に転じ、三大都市圏を除く地方圏の商業地上昇率上位10位のなかに７地点が入るなど、地方圏

の中で際立っております。 

このような地価の動きは、かつてのいわゆるバブル的なものではなく、収益やキャッシュ・フローをベースとし

た価格形成によるものであり、その中心的役割を果たしているのは上場銘柄数39銘柄、時価総額約4兆円に達したJ-

REITや私募ファンドといった不動産証券化の動きにあると見られております。これらの資金が、東京、大阪、名古

屋の三大都市圏のみならず地方都市にも流入しておりますが、とりわけ福岡は注目されております。 

当社においても、この様な動きに沿ってファンド向けの販売が増加しております。その結果、当中間会計期間の

業績は、不動産販売事業の売上高が6,418,008千円(前年同期比312.4％)、不動産管理事業の売上高が2,803,369千円

(同107.0％)、また建築請負事業の売上高も1,308,644千円(同283.6％)と好調に推移し、全事業合計の売上高は

10,530,022千円(同205.0％)となりました。 

また、収益面では、売上原価が9,518,484千円(同207.1％)と大幅な増加となったものの、販売費及び一般管理費

は735,671千円(同114.9％)にとどまり、営業損益は前年同期の99,295千円の赤字から275,866千円の黒字となり、経

常損益も同様に236,220千円の赤字から165,156千円の黒字となっております。また、中間純損益は、前年同期の

162,509千円の赤字から54,755千円の黒字となりました。 

  

(注)記載金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税引前中間純損益が前年同期の純損失

から純利益に黒字転換したことや、前受金の増加によって、4,454,341千円(前年同期比216.2％)となっておりま

す。 

  

  

中間会計期間におけるキャッシュ・フローは次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動により得られたキャッシュ・フローは、534,395千円(前年同期は5,387,237千円の流出超過)でありまし

た。これは、税引前中間純損益の黒字転換、前受金の増加、仕入債務の減少額の縮小及び棚卸資産の増加額の縮小

によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動により使用したキャッシュ・フローは、316,469千円(前年同期比288,284千円増加)でありました。これ

は、有形固定資産の取得及び投資有価証券の取得によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により使用したキャッシュ・フローは、278,025千円(前年同期は5,215,456千円の流入超過)でありまし

た。これは、長短借入金の返済によるものであります。 



２ 【受注、販売、請負及び管理の状況】 

(1) 受注実績 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 前中間会計期間に受注実績がないため、記載しておりません。 

(2) 販売実績 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 不動産管理事業の管理件数の内容は次のとおりであります。 

  

※１ 駐車場のヶ所表示は駐車場単独での事業個所を示し、駐車場の件数表示には事業ビルに付随した駐車場台数

(2,194台)を含んでおります。 

(3) 中間期末受注残 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

区分 件数(件) 金額(千円) 前年同期比(％) 

不動産販売事業 13 10,580,102 83.7 

不動産管理事業 ─ ─ ─ 

建設請負事業 ２ 895,806 (注２)─ 

計 15 11,475,909 90.8 

区分 件数(件) 金額(千円) 前年同期比(％) 

不動産販売事業    ９ 6,418,008 312.4 

不動産管理事業 (注２) 2,803,369 107.0 

建設請負事業      ２ 1,308,644 283.6 

計    11 10,530,022 205.0 

区分 棟(ヶ所)数 戸(件)数 

居住用 330棟 8,111戸 

テナント 22ヶ所 440件 

駐車場 ※１ 29ヶ所 ※１ 2,586件

区分 件数(件) 金額(千円) 前年同期比(％) 

不動産販売事業 ８ 12,076,144 68.0 

不動産管理事業 ─ ─ ─ 

建設請負事業 ２ 820,806 36.1 

計 10 12,896,950 64.3 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当会社の事業上及び財務上も対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、以下の設備を取得いたしました。これらは、前事業年度末に計画していた設備計画の完

了によるもの及び当中間会計期間において新たに確定した設備計画の完了によるものであります。 

(注) １ 金額には消費税等を含めておりません。 

２ 従業員数の(  )は、嘱託社員・契約社員・パート社員を外書しております。 

３ 上記の他主要な賃借設備の増加は次のとおりであります。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(１)重要な設備計画の完了 
前事業年度末に計画していた本社の増床、全面改装及び大阪営業所の開設を行っております。なお、資金は全

て自己資金によっております。 

(注)金額には消費税等を含めておりません。 

  

(２)重要な設備計画の新設等 
  

該当事項はありません。 

  

(３)重要な設備の除却等 
  

該当事項はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門の 
名称 

設備の内容 
帳簿価額(千円)

従業員数
(名) 建物及び

構築物 
土地
(面積㎡) 

器具
及び備品 

合計 

本社 
(福岡市中央区) 

不動産販売事業
不動産管理事業 
建設請負事業 

事業所設備 14,943 ─ 14,447 29,390  76(7)

大阪営業所 
(大阪市北区) 不動産販売事業 事業所設備  ─  ─  297 297 １(─)

旧本社ビル 
(福岡市南区) 不動産管理事業 賃貸設備 ─ ─ 243 243 ─(─)

南九州営業所 
(鹿児島県鹿児島市) 不動産販売事業 事業所設備  2,026  ─ 649 2,676 １(１)

事業所名 
(所在地) 事業部門の名称 設備の内容 年間賃借料(千円) 

本社 
(福岡市中央区) 

不動産販売事業 
不動産管理事業 
建設請負事業 

事業所設備 1,550

大阪営業所 
(大阪市北区) 

  
不動産販売事業 

  
事業所設備 7,080

南九州営業所 
(鹿児島県鹿児島市) 

不動産販売事業 事業所設備 1,669

名称 所在地 増床面積
投資総額
(千円) 着手年月 完成年月 

本社 福岡市中央区 220.6㎡   65,597 平成18年４月 平成18年５月 

大阪営業所 大阪市北区 ─   1,328 平成18年４月 平成18年５月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  
(注) 平成18年９月12日開催の取締役会において、平成18年10月１日をもって普通株式１株を２株に分割することを決議し、併

せて発行可能株式総数を13,600,000株増加させて27,200,000株とすることを決議しております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 平成18年９月12日開催の取締役会において、平成18年10月１日をもって普通株式１株を２株に分割することを決議してお

ります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 13,600,000 

計 13,600,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月７日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 3,959,000 7,918,000
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 3,959,000 7,918,000 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 平成18年７月14日付けでＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社から大量保有報告書の変更報告書が提出されてお

りますが、当社として当中間会計期末の実質所有状況の確認ができないため大株主の状況は株主名簿の記載内容に基づいて記

載しております。 

なお、変更報告書の内容は次のとおりであります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年９月30日 ─ 3,959 ─ 350,020 ─ 274,515 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

黒 木   透 福岡市南区 947 23.9 

株式会社 
リョウ・コーポレーション 

福岡市南区平和２丁目24－27 700 17.7

有限会社サンツリー 福岡市中央区白金１丁目１－３ 178 4.5 

ゴールドマンサックスインターナシ
ョナル 
 (常任代理人ゴールドマン・サクス
インターナショナル証券会社東京支
社) 

133 Fleet Street London EC４A
２BB，U.K 
（東京都港区六本木６丁目10－１） 

156 4.0

エイチエスビーシー ファンド サ
ービシィズ クライアンツ アカウ
ント006 
(常任代理人香港上海銀行東京支店) 

Level 13,1 Queen’s Road Central
Hong Kong 
  
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

95 2.4 

板 倉 雅 明 東京都港区 80 2.0 

ディックスクロキ取引先持株会 福岡市中央区高砂２丁目11-11 76 1.9 

株式会社吉川工務店 福岡市中央区大手門３丁目８－22 72 1.8 

江崎憲太郎 大阪市福島区 60 1.5 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１－１ 60 1.5 

計 ― 2,427 61.3 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する所
有株式数の割合

(％) 

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社 

東京都千代田区丸の内５丁目７番３号 115 2.9 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注)１ 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

   ２ 平成18年９月12日の取締役会において、平成18年10月１日をもって普通株式１株を２株に分割することを決議
しております。なお※印は、株式分割による権利落後（平成18年９月26日）の株価であります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,958,900 39,589 ― 

単元未満株式 普通株式 100 ― ― 

発行済株式総数 3,959,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 39,589 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,700 2,215 1,990 1,900 1,922 
2,150 

※925 

最低(円) 1,995 1,401 1,403 1,647 1,700 
1,790

※870 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、三優監査法人により中間

監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、連結対象会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   2,060,423    4,454,341   4,514,440    

２ 不動産事業未収入金   136,743    178,804   191,493    

３ 完成工事未収入金   492,706    ─   1,295,998    

４ 販売用不動産 ※２ 387,928    398,414   ─    

５ 仕掛販売用不動産 ※２ 11,348,363    12,908,131   11,481,031    

６ 未成工事支出金   36,266    44,733   17,661    

７ 仕掛品   14,700   ─   14,700   

８ 貯蔵品   6,942    2,952   7,345    

９ その他   330,930    722,025   264,742    

10 貸倒引当金   △19,800    △17,900   △23,600    

流動資産合計     14,795,204 88.1  18,691,504 88.5   17,763,815 89.0

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物 ※２ 64,868    69,122   62,767    

(2) 構築物 ※２ 4,699    3,523   4,417    

(3) 器具及び備品 ※２ 1,562    12,317   2,372    

(4) 土地 ※２ 65,800    65,800   65,800    

有形固定資産合計   136,930    150,763   135,357    

２ 無形固定資産   28,272    10,950   30,072    

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券   187,815    525,437   321,152    

(2) 出資金   7,530    10,540   7,530    

(3) 長期売掛債権 ※４ 9,107    8,161   10,525    

(4) 長期前払費用   36,614    45,284   39,292    

(5) 敷金保証金   1,483,397    1,485,470   1,517,397    

(6) 繰延税金資産   55,721    114,954   65,588    

(7) その他   58,335    71,361   64,848    

(8) 貸倒引当金   △1,500    △1,500   △1,500    

投資その他の資産 
合計   1,837,021   2,259,710 2,024,835   

固定資産合計     2,002,225 11.9  2,421,423 11.5   2,190,265 11.0

資産合計     16,797,429 100.0  21,112,928 100.0   19,954,080 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 不動産事業未払金   498,189    476,752   2,623,270    

２ 完成工事未払金   431,841    1,640,052   1,180,290    

３ 短期借入金 ※２ 6,876,000    5,027,000   5,296,000    

４ 一年以内償還予定社

債 
  200,000   160,000 200,000   

５ 一年以内返済予定

長期借入金 
※２ 3,686,724   4,449,200 1,775,200   

６ 未払法人税等   5,995    297,672   584,134    

７ 未成工事受入金   44,000    78,000   49,000    

８ 前受金   400,334    3,811,262   388,834    

９ 賞与引当金   35,984    42,019   42,322    

10 工事補償引当金   549    18,973   2,875    

11 リース資産減損勘定   ─    8,996   ─    

12 その他 ※３ 217,890    348,193   431,235    

流動負債合計     12,397,508 73.8  16,358,123 77.5   12,573,164 63.0

Ⅱ 固定負債                

１ 社債   280,000    120,000   180,000    

２ 長期借入金 ※２ 2,080,660    1,813,000   4,336,600    

３ 退職給付引当金   12,856    17,939   15,844    

４ 役員退職慰労引当金   126,671    172,053   138,866    

５ 預り敷金   690,907    623,089   692,970    

６ 長期リース資産減損

勘定 
  ―    11,474   ―    

固定負債合計     3,191,094 19.0  2,757,556 13.0   5,364,280 26.9

負債合計     15,588,602 92.8  19,115,679 90.5   17,937,444 89.9

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     330,000 2.0  ― ―   350,020 1.7

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   254,495    ―   274,515    

資本剰余金合計     254,495 1.5  ― ―   274,515 1.4

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   10,293    ―   10,293    

２ 任意積立金   600,000    ―   600,000    

３ 中間(当期)未処分利

益         
  7,020   ― 768,701   

利益剰余金合計     617,314 3.7  ― ―   1,378,995 6.9

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金 
   7,016 0.0 ― ―   13,103 0.1

資本合計     1,208,826 7.2  ― ―   2,016,635 10.1

負債資本合計     16,797,429 100.0  ― ―   19,954,080 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金         350,020 1.7      

２ 資本剰余金                

資本準備金        274,515        

資本剰余金合計         274,515 1.3      

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金        10,293        

(2) その他利益剰余金                

別途積立金        1,000,000        

繰越利益剰余金        364,072        

利益剰余金合計         1,374,366 6.5      

株主資本合計         1,998,902 9.5      

Ⅱ 評価・換算差額等                

 その他有価証券 
 評価差額金         △1,653 0.0      

評価・換算差額等 
合計         △1,653 0.0      

純資産合計         1,997,248 9.5      

負債純資産合計         21,112,928 100.0      

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     5,136,267 100.0  10,530,022 100.0   22,474,722 100.0

Ⅱ 売上原価     4,595,246 89.5  9,518,484 90.4   19,674,604 87.5

売上総利益     541,020 10.5  1,011,537 9.6   2,800,118 12.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     640,316 12.4  735,671 7.0   1,355,619 6.0

営業利益又は 
営業損失(△)    △99,295 △1.9 275,866 2.6   1,444,498 6.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   18,486 0.3  12,105 0.1   25,918 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   155,410 3.0  122,815 1.1   334,018 1.5

経常利益又は 
経常損失(△)    △236,220 △4.6 165,156 1.6   1,136,398 5.1

Ⅵ 特別利益 ※３   ─ ─  3,619 0.0   ─ ─

Ⅶ 特別損失 ※4,5   2,688 0.1  48,062 0.5   3,020 0.0

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失(△) 

  

   △238,908 △4.7 120,714 1.1   1,133,378 5.1

法人税、住民税 
及び事業税   450   285,756 569,810     

法人税等調整額   △76,849 △76,399 △1.5 △219,797 65,958 0.6 △35,604 534,206 2.4

中間(当期)純利益又
は中間純損失(△)      △162,509 △3.2 54,755 0.5   599,172 2.7

前期繰越利益    169,529   ―    169,529  

中間(当期)未処分利
益     7,020 ―   768,701 

                 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 350,020 274,515 274,515 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当       

 別途積立金の積立       

 中間純利益       

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額) 
      

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
─ ─ ─ 

平成18年９月30日残高(千円) 350,020 274,515 274,515 

  

株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

別途積立金 繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 10,293 600,000 768,701 1,378,995 2,003,531 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △59,385 △59,385 △59,385 

 別途積立金の積立   400,000 △400,000 ─ ─ 

 中間純利益     54,755 54,755 54,755 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額) 
          

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
─ 400,000 △404,629 △4,630 △4,630 

平成18年９月30日残高(千円) 10,293 1,000,000 364,072 1,374,366 1,998,902 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 

  

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 13,103 13,103 2,016,635 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △59,385 

 別途積立金の積立     ─ 

 中間純利益     54,755 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
△14,757 △14,757 △14,757 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△14,757 △14,757 △19,386 

平成18年９月30日残高(千円) △1,653 △1,653 1,997,248 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー         

１ 税引前中間(当期)純利益 
  又は税引前中間純損失(△)   △238,908 120,714 1,133,378 

２ 減価償却費   5,510 9,550 11,670 

３ 減損損失   2,688 47,515 2,688 

４ 貸倒引当金の増加額 
又は減少額（△） 

  300 △5,700 4,100 

５ 賞与引当金の増加額 
  又は減少額（△）   △267 △303 6,071 

６ 退職給付引当金の増加額 
  又は減少額（△）   △1,354 2,094 1,633 

  
７ 工事補償引当金の増加額 
   

  125 16,098 2,451 

８ 役員退職慰労引当金の増加額   23,000 33,187 35,195 

９ 固定資産除却損   ─ 218 331 

10 受取利息及び受取配当金   △1,743 △10,332 △2,238 

11 支払利息及び社債利息   136,714 120,362 291,432 

12 支払手数料   14,904 387 28,349 

13 新株発行費   18 ─ 320 

14 担保提供預金の解約   1,359,600 ─ 1,359,600 

15 売上債権の増加額(△) 
  又は減少額   408,794 1,311,050 △450,665 

16 たな卸資産の増加額   △2,842,468 △1,833,493 △2,569,007 

17 その他流動資産の増加額     △96,105 △276,041 △78,846 

18 仕入債務の減少額   △3,758,328 △1,686,755 △884,798 

19 未成工事受入金の増加額   44,000 29,000 49,000 

20 前受金の増加額   77,961 3,422,428 66,461 

21 その他流動負債の増加額 
  又は減少額（△）   △68,529 △85,094 154,742 

   小計   △4,934,086 1,214,886 △838,130 

22 利息及び配当金の受取額   1,687 10,275 2,154 

23 利息の支払額   △141,975 △121,504 △303,918 

24 法人税等の支払額   △312,862 △569,262 △313,312 

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー   △5,387,237 534,395 △1,453,208 



  

  
  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー         

１ 有形固定資産の取得による支出   △302 △33,465 △1,257 

２ 無形固定資産の取得による支出   ─ △490 △5,205 

３ 投資有価証券の取得による支出   △7,500 △229,045 △140,500 

４ 投資有価証券の売却等 
  による収入   11,808 ─ 21,686 

５ 出資金の払込による支出   ─ △3,010 ─ 

６ その他投資活動による支出   △32,191 △50,459 △73,320 

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー   △28,185 △316,469 △198,596 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー         

１ 短期借入れによる収入   6,094,000 3,750,000 9,942,000 

２ 短期借入金の返済による支出   △1,648,000 △4,019,000 △6,001,000 

３ 長期借入れによる収入   1,422,000 1,897,000 4,932,000 

４ 長期借入金の返済による支出   △535,362 △1,746,600 △4,775,946 

５ 社債の償還による支出   △80,000 △100,000 △180,000 

６ 株式の発行による収入 
又は支出(△) 9,100 ─ 48,819

７ 配当金の支払   △38,744 △59,037 △39,036 

８ その他   △7,537 △387 △20,982 

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー   5,215,456 △278,025 3,905,854 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額(△)
又は増加額   △199,966 △60,099 2,254,050 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,260,390 4,514,440 2,260,390 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高   2,060,423 4,454,341 4,514,440 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

  ① 販売用不動産、仕掛販売用

不動産、未成工事支出金 

     個別法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

  ① 販売用不動産、仕掛販売用

不動産、未成工事支出金 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

  ① 販売用不動産、仕掛販売用

不動産、未成工事支出金 

同左 

  ② 貯蔵品 

     最終仕入原価法 

  ② 貯蔵品 

同左 

  ② 貯蔵品 

同左 

 (2) 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算期末の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定) 

  

 (2) 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

   中間決算期末の市場価格

等に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定) 

  

 (2) 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

     なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資(証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの)について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

    時価のないもの 

       同左 

  

    時価のないもの 

      同左 

      

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法 

    なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備を除く)については、

定額法によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

       同左 

      

     

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

       同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法 

      ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

          同左 

      

 (2) 無形固定資産 

         同左 

     



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

支出時に全額費用処理して

おります。 

   

３ 繰延資産の処理方法 

――――― 

  

   

３ 繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

支出時に全額費用処理して

おります。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

４ 引当金の計上基準  

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2) 賞与引当金 

    従業員に対し支給する賞与

の支出に備えるため、将来の

支給見込額のうち当中間期の

負担額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

    従業員に対し支給する賞与

の支出に備えるため、将来の

支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。 

 (3) 工事補償引当金 

    完成工事にかかる瑕疵担保

の費用に備えるため、当中間

期末に至る直近２年間の完成

工事高と補償工事高とから算

出された工事補償率に当中間

期末に至る１年間の引渡物件

の請負金額を乗じた価額を引

当計上しております。 

 (3) 工事補償引当金 

    完成工事及び不動産関連売

上高の建物部分に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、過去

の完成工事高及び不動産販売

高に係る補償費等の実績率を

基に算出した金額を計上して

おります。 

  

(追加情報) 

    従来、完成工事に係る瑕疵

担保の費用に備えるため、工

事補償引当金として決算の直

近２年間の完成工事高と補償

工事高とから算出された工事

補償率に当期引渡物件の請負

金額を乗じた価額を計上して

おりましたが、前事業年度下

期より、過去の完成工事高及

び不動産販売高を対象に、過

去の補償等の実績率を基に算

出した金額を計上する方法に

変更しております。 

    従って前中間会計期間は従

来の方法によっております

が、当中間会計期間と同一の

方法をとった場合と比べて、

損益に与える影響は軽微であ

ります。 

 (3) 工事補償引当金 

    完成工事及び不動産関連売

上高の建物部分に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、過去

の完成工事高及び不動産販売

高に係る補償費等の実績率を

基に算出した金額を計上して

おります。 

  

   (追加情報) 

    従来、完成工事に係る瑕疵

担保の費用に備えるため、工

事補償引当金として決算の直

近２年間の完成工事高と補償

工事高とから算出された工事

補償率に当期引渡物件の請負

金額を乗じた価額を計上して

おりましたが、当事業年度よ

り、不動産販売高の増加に対

応し、より実態に即した算定

を行うため、過去の完成工事

高及び不動産販売高を対象

に、過去の補償等の実績率を

基に算出した金額を計上する

方法に変更しております。 

    この変更により、従来の方

法によった場合と比べ、売上

原価が2,357千円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が同額減少してお

ります。 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当中間期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務の見込額に基づき、当

会計期間末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支払に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支払に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有者が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特

例処理によっております。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘッジ

手段は以下の通りであります。 

  ヘッジ手段・・・金利スワップ 

  ヘッジ対象・・・借入金利息 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ対象とヘッジ手段

は以下の通りであります。 

  ヘッジ手段・・・金利スワップ 

 ヘッジ対象・・・借入金利息 

 (3) ヘッジ方針 

変動金利借入金利息の将来の

金利上昇による増加を軽減する

ことを目的に、変動金利受取固

定金利支払の金利スワップ取引

を行っております。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理の要

件に該当するため、その判定を

もって有効性の判定に代えてお

ります。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 



  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

７ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  

(1)収益及び費用の計上基準 

    完成工事高の計上は、原則

として工事完成基準によって

おります。ただし、請負金額

２億円以上かつ工期１年以上

の工事については工事進行基

準を採用しております。 

    工事進行基準によった完成

工事高及び完成工事原価は次

のとおりです。 

    完成工事高  461,360千円 

    完成工事原価 406,157千円 

  

(2)消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おり、控除対象外の消費税及

び地方消費税については、販

売費及び一般管理費に計上し

ております。 

８ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  

(1)収益及び費用の計上基準 

            同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

 完成工事高  1,101,716千円 

   完成工事原価  980,039千円  

  

(2)消費税等の会計処理 

同左 

８ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

   

(1)収益及び費用の計上基準 

            同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

 完成工事高  1,518,400千円 

   完成工事原価 1,337,067千円 

  

(2)消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
  
表示方法の変更 

  

次へ 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日)）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。これによ

り税引前中間純損失が1,890千円増

加しております。 

  

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,997,248千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正により

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。これによる影響は

軽微であります。 

  

  

―――――― 

  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

（中間貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97条)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付けで改正されたことに伴い、当中間会計期間か

ら投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

(証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの)を「投資有価証券」として表示する方法に変更い

たしました。なお、当中間会計期間末の「投資有価証

券」に含まれる当該出資の金額は、105,127千円であ

り、前中間会計期間末の「出資金」に含まれている当該

出資の金額は85,545千円であります。   

  

  

―――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

40,085千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

44,154千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

38,176千円 

※２ 担保資産 

  イ 担保差入資産 

販売用 
不動産 

234,723千円

仕掛販売
用不動産 

10,882,446千円

建物 56,032千円

構築物 2,188千円

器具及び
備品 

822千円

土地 65,800千円

計 11,242,013千円

※２ 担保資産 

  イ 担保差入資産 

販売用
不動産 

398,414千円

仕掛販売
用不動産

 9,892,647千円

建物 43,455千円

土地 57,000千円

計  10,391,517千円

※２ 担保資産 

  イ 担保差入資産 

仕掛販売
用不動産

10,421,190千円

建物 44,501千円

器具及び
備品 

210千円

土地 57,000千円

計 10,522,902千円

  ロ 債務の内容 

長期借入金は一年以内返済

予定を含む。 

短期 
借入金 

6,340,000千円

長期 
借入金 

4,803,984千円

計 11,143,984千円

  ロ 債務の内容 

長期借入金は一年以内返済

予定を含む。 

短期
借入金 

4,466,000千円

長期
借入金 

6,212,000千円

計 10,678,000千円

  ロ 債務の内容 

長期借入金は一年以内返済

予定を含む。 

短期
借入金 

5,296,000千円

長期
借入金 

5,275,000千円

計 10,571,000千円

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税及び仮受消費税は

相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３  

――――― 

  

※４ 長期売掛債権は、完成工事未

収入金のうち、回収条件が１年

超の債権であります。 

※４  

   同左 

※４  

    同左 

５  シンジケートローン契約（契

約期間平成17年２月17日～平成

21年９月28日）に下記の条項が

付されております。 

 ① 本契約期間中の各年度の  

決算期の末日において、貸

借対照表における資本の部

の金額を平成16年3月期末に

おける同額の75％以上に、

それぞれ維持する。 

 ② 経常損益を２期連続損失

としない。 

５   

      ―――――      

５  シンジケートローン契約（契

約期間平成17年２月17日～平成

21年９月28日）に下記の条項が

付されております。 

    

 ① 本契約期間中の各年度の  

決算期の末日において、貸

借対照表における資本の部

の金額を平成16年3月期末に

おける同額の75％以上に、

それぞれ維持する。 

 ② 経常損益を２期連続損失

としない。 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,124千円

匿名組合出
資分配金 

13,174千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 101千円

匿名組合出
資分配金 

9,683千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,207千円

匿名組合出
資分配金 

17,887千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 134,538千円

支払手数料 14,904千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 119,026千円

支払手数料 387千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 287,607千円

支払手数料 28,349千円

※３ 特別利益の主要項目 

―――――  

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入 3,619千円

    

※３ 特別利益の主要項目 

―――――  

※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 2,688千円

※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 47,515千円

※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 2,688千円

※５ 減損損失 

当中間会計期間において、

当社は以下のリース資産につ

いて減損損失を計上しており

ます。    

当社は、減損会計の適用に

あたり、管理会計上の事業別

に資産のグルーピングをおこ

なっておりますが、賃貸用自

社保有不動産及び遊休資産に

ついては個々の物件又は資産

単位でグルーピングを行って

おります。 

 遊休資産のうち将来の使用

見込みのないものについて、

回収可能額を零とし減損損失

の認識を行っております。 

用途 場所 
種類及び 
金額 

遊休 
本社 
(福岡市) 

リース資産

    2,688千円

※５ 減損損失 

    当中間会計期間において、

当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上してお

ります。 

    当社は、減損会計の適用に

あたり、管理会計上の事業別

に資産のグルーピングをおこ

なっております。 

    その結果、不動産管理事業

に関して、現時点では将来の

収益性の見通しが明らかでは

ないため、不動産管理事業に

係る資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しておりま

す。なお、回収可能価額は使

用価値により測定しておりま

す。 

減損損失の内訳は以下のと

おりであります。 

用途 場所 種類

不動産
管理事
業 

本社
(福岡市) 

建物、構築物、
器具及び備品、ソ
フトウエア、電話
加入権、リース資
産 

種類 金額(千円) 

建物 7,334 

構築物 643 

器具及び備品 2,900 

ソフトウエア 14,852 

電話加入権 1,313 

リース資産 20,470 

※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上し

ております。    

当社は、減損会計の適用にあ

たり、管理会計上の事業別に資

産のグルーピングをおこなって

おりますが、賃貸用自社保有不

動産及び遊休資産については

個々の物件又は資産単位でグル

ーピングを行っております。 

 遊休資産のうち将来の使用見

込みのないものについて、回収

可能価額を零として減損損失の

認識を行っております。 

用途 場所 
種類及び 
金額 

遊休
本社 
(福岡市) 

リース資産

2,688千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,617千円

無形固定資産 2,893千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 6,104千円

無形固定資産 3,446千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,372千円

無形固定資産 6,298千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

  
２ 自己株式に関する事項 

  
該当事項はありません。 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 
  
    該当事項はありません。 
  

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの該当事項はあ

りません。 

  

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 3,959,000 ─ ─ 3,959,000 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 59,385 15.00 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,060,423千円

現金及び現金同等物 2,060,423千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,454,341千円

現金及び現金同等物 4,454,341千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に記載されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 4,514,440千円 

現金及び現金同等物 4,514,440千円 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額及び中間期末残高
相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額及び中間期末残高
相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額 

  

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

減損損
失累計
額相当
額 

(千円) 

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 1,089 853 ─ 236

車輌運搬
具 14,249 2,737 ─ 11,512

器具及び
備品 144,621 88,077 914 55,628

無形固定
資産（ソ
フトウェ
ア） 

40,453 22,161 1,774 16,517

合計 200,413 113,830 2,688 83,894

  

  

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

減損損
失累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 1,089 1,071 ─ 18

車輌運搬
具 30,725 8,651 9,254 12,820

器具及び
備品 98,042 64,616 6,515 26,910

無形固定
資産（ソ
フトウェ
ア） 

36,091 26,330 4,701 5,060

合計 165,949 100,670 20,470 44,809

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 1,089 962 ─ 127

車輌運搬
具 21,591 5,509 ─ 16,082

器具及び
備品 152,669 102,451 ─ 50,217

無形固定
資産（ソ
フトウェ
ア） 

38,063 26,302 ─ 11,761

合計 213,414 135,226 ─ 78,188

 ② 未経過リース料中間期末残高
相当額及びリース資産減損勘定
中間期末残高 

      未経過リース料中間期末残高
相当額                       

 ② 未経過リース料中間期末残高
相当額及びリース資産減損勘定
中間期末残高 

      未経過リース料中間期末残高
相当額                       

② 未経過リース料期末残高相当
額及びリース資産減損勘定期末
残高 

   未経過リース料期末残高相当
額  

   リース資産減損勘定中間期末
残高 

１年内 39,002千円

１年超 52,110千円

合計 91,112千円

   リース資産減損勘定中間期末
残高 

１年内 24,509千円

１年超 44,590千円

合計 69,099千円

   リース資産減損勘定期末残高 

  

１年内 28,665千円

１年超 45,813千円

合計 74,478千円

1,890千円 20,470千円              ─ 千円

 ③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額、支払利息相当額及び減損
損失額 

 ③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額、支払利息相当額及び減損
損失額 

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額、支払利息相当額及び減損
損失額 

  

支払リース料 22,531千円

リース資産減
損勘定の取崩
額 

798千円

減価償却費 
相当額 

19,704千円

支払利息 
相当額 

1,580千円

減損損失 2,688千円

支払リース料 19,305千円

リース資産減
損勘定の取崩
額 

─千円

減価償却費
相当額 

17,520千円

支払利息
相当額 

1,162千円

減損損失 20,470千円

  

支払リース料 43,874千円

リース資産減
損勘定の取崩
額 

2,688千円

減価償却費 
相当額 

40,115千円

支払利息 
相当額 

3,068千円

減損損失 2,688千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法
   リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額
法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件
の取得価額相当額との差額を
利息相当額とし、各期への配
分方法については、利息法に
よっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 34,526 46,298 11,772 

計 34,526 46,298 11,772 

区分 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 28,890 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ出資 105,127 

その他 7,500 

合計 141,517

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(１)株式 34,526 41,427 6,900 

(２)その他 76,500 66,825 △9,675 

計 111,026 108,252 △2,775 

区分 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 31,935 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ出資 385,249 

合計 417,184



前事業年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度末において、当社の利用しているデリバティブ取引は、全て

ヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引に係る注記の記載を省略しております。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

  

 (持分法損益等) 

  

  

  

  

  

  

  

前へ   次へ 

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 34,526 56,512 21,986 

計 34,526 56,512 21,986 

区分 
貸借対照表計上額 
（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 31,890 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 225,249 

その他 7,500 

合  計 264,639

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 当社には、関連会社が存在しない

ため、該当事項はありません。 
同左 同左 



(１株当たり情報) 

  

  
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益(損失)及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 308円76銭 １株当たり純資産額 504円48銭 １株当たり純資産額 509円38銭 

１株当たり中間純損失 41円59銭 １株当たり中間純利益 13円83銭 １株当たり当期純利益 153円08銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、旧商法第

280条ノ19の規定によるストックオ

プション(新株引受権)の制度を導入

しておりますが、１株当たり中間純

損失が計上されているため記載して

おりません。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在していないため記載しておりま

せん。 

  

  

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

していないため記載しておりません。

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の合

計額(千円) 
    ─ 1,997,248     ─ 

普通株式に係る純資産額(千円)     ─ 1,997,248     ─ 

中間貸借対照表の純資産の部の合

計額と１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式に係る中間

会計期末の純資産額との差額(千

円) 

    ─        ─     ─ 

普通株式の発行済株式数(千株)     ─ 3,959     ─ 

普通株式の自己株式数(千株)     ─ ─     ─ 

１株当たりの純資産の算定に用い

られた普通株式の数(千株) 
    ─ 3,959     ─ 

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益又は中間純損失

(△)(千円) 
△162,509 54,755 599,172 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ ─ 

普通株式に係る中間(当期)純利益

又は中間純損失(△)(千円) 
△162,509 54,755 599,172 

期中平均株式数(千株) 3,906 3,959 3,913 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益 
      

中間(当期)純利益調整額(千円) ─ ─ ─ 

普通株式増加数(千株) ─ ─ ─ 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株予約権の数 440個 
目的となる株式の数 
       44,000株 
行使時の払込金額 
       91,000円 
行使期間 
  平成15年７月１日～ 
  平成18年６月30日 
発行価格     910円 
資本組入額    455円 

    ─ ─ 



(重要な後発事象) 

  

前へ  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
  
  
  

―――――― 

 
平成18年９月12日の取締役会におい
て以下のとおり株式分割を行うことを
決議しております。 
  
(1)  平成18年10月1日をもって次の
とおり普通株式１株を２株に分
割しております。 
①  分割により増加する株式数 

普通株式3,959,000株 
②  分割の方法 
平成18年9月30日（土曜日）
（ただし、当日は株主名簿管理人
の休業日につき、実質上は平成18
年9月29日（金曜日））最終の株
主名簿および実質株主名簿に記載
または記録された株主の所有株式
数を1株につき2株の割合をもって
分割する。 

 (2) 発行可能株式総数の増加 
平成18年10月1日(日曜日)もっ
て当社定款を変更し発行可能株式
総数を13,600,000株増加させて
27,200,000株とする。 
                          

 当該株式分割が前期首に行われたと
仮定した場合の前中間会計期間及び前
事業年度における１株当たり情報並び
に当事業年度の期首に行われたと仮定
した場合の当中間会計期間における1
株当たり情報は、それぞれ以下のとお
りとなります。 
  

  

前中間 
会計期間 

当中間
会計期間 

前事業年度

１株当たり 
純資産額 
154.38円 

  
 １株当たり 
中間純損失 
        
20.80円 

  
な お、潜
在株式調整
後１株当た
り中間純利
益について
は、旧 商 法
第280条ノ19
の規定によ
るストック
オプション
( 新 株 引 受
権)の制度を
導入してお
り ま す が、
１株当たり
中間純損失
が計上され
ているため
記載してお
りません。 
  

１株当たり
純資産額 
   252.24円 
  
１株当たり 
中間純利益 
     6.92円 
  
な お、潜
在株式調整
後１株当た
り中間純利
益について
は、潜 在 株
式が存在し
ていないた
め記載して
お り ま せ
ん。 
  

１株当たり
純資産額 
254.69円 

  
１株当たり 
当期純利益 
76.54円 

  
な お、潜
在株式調整
後１株当た
り当期純利
益について
は、潜 在 株
式が存在し
ていないた
め記載して
お り ま せ
ん。 

 
  
  
  

―――――― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(１)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第16期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月30日福岡財務支局長に提出 

  

(２)有価証券報告書の訂正報告書 

  平成18年４月21日福岡財務支局長に提出 

  事業年度 第14期(自 平成15年４月1日 至 平成16年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

  

  平成18年４月21日福岡財務支局長に提出 

  事業年度 第15期(自 平成16年４月1日 至 平成17年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

  

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月1日

株式会社ディックスクロキ 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ディックスクロキの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１６期事業年度の中間会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ディックスクロキの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示していると認める。 

  

追記情報 

  中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

三優監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  杉  田     純  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  吉  川  秀  嗣  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月１日

株式会社ディックスクロキ 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

   

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ディックスクロキの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１７期事業年度の中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ディックスクロキの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示していると認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

三優監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  林  昌  敏  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  吉  川  秀  嗣  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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